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物流の重要性が再認識された緊急支援物資輸送
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　平成に入って、元年にベルリンの
壁が崩壊し、2年に東西ドイツが統
一、3 年にはソ連が崩壊、5 年に
はEUが発足。いきなり海外との垣
根がなくなった。物流も例外ではな
かった。一方、国内は不況に見舞
われ、苦しい時代ではあったが、こ
こにきて企業業績は上方修正が相次
いでいる。平成から令和へ。物流産
業が持続的発展を遂げるため、荷主
企業とのパートナーシップ確立がカ
ギを握る。

◇平成1ケタは規制緩和の嵐
　平成 1 ケタ台は、 規制緩和の嵐
が吹き荒れた。第二次臨時行政調査
会（通称土光臨調）により行政改革の
議論が高まり、物流分野はまずトラッ
ク運送事業の規制政策が見直され、
平成元年 12 月に貨物自動車運送事
業法と貨物運送取扱事業法のいわゆ
る物流二法が成立。免許制から需給
調整規制をはずした許可制へ、運賃
は認可制から事前届出制へと移行。
これにより、事業参入の垣根が低く
なり、過剰供給による歪みを生んだ。
　これだけにとどまらず、経済企画
庁や公取委が物流規制の見直しを求
め、 外圧もあって同 13 年にトラッ
クの最低車両台数は全国一律 5 台
に、15 年の鉄道事業法を含めた物
流三法改正時に運賃および営業区域

規制が事実上、撤廃された。
　運輸省（当時）は８年 12 月にすべ
ての事業分野の需給調整規制撤廃
方針を打ち出し、自動車ターミナル
法、海上運送法、倉庫業法、港湾
運送事業法が順次改正されたが、ト
ラック以外はその後大きな弊害が起
こらず現在に至っている。

◇ 2000 年以降、大型提携・買収
相次ぐ
　平成初期から始まった国内貨物輸

送量の減少、 供給過剰や荷主の物
流コスト削減要請による運賃低迷の
中で、 企業同士の連携、 提携が模
索され、2000 年以降は合併、 買
収も相次いだ。
　平成 6 年に特積み 9 社による幹線
共同運行が始まり、16 年に日本通
運と西濃運輸が幹線輸送で提携、
18 年には特積み 12 社出資による
ボックスチャーターが事業開始、21
年に再び特積み 10 社が共同運行を
開始。幹線以外でも、17 年に共同
配送会社コラボデリバリー設立、28
年に多摩ニュータウンでヤマト運輸が
佐川急便と日本郵便の荷物の一括配
送を開始した。
　提携は、日立物流と福山通運、
山九と西濃運輸、センコーと阪急交
通社などに続き、19 年に日本通運
と日本郵政が宅配便事業で、25 年

には西濃運輸と福山通運が震災対応
とエコデリバリーで、28 年には日立
物流と SG ホールディングスが将来
の統合を視野に入れた資本業務提携
した。
　経営統合は、17 年にロジネット
ジャパン、27 年に C ＆ F ロジホー
ルディングスが誕生。
　企業買収は、16 年にハマキョウ
レックスが近鉄物流を、SBS によ
る雪印物流や東急ロジスティックな
ど、18 年は住友倉庫による遠州ト
ラック、21 年にはセイノーホールディ
ングスによる西武運輸、SG ホール
ディングスによるワールドロジ、セン
コーによる東京納品代行、トールホー
ルディングスによるフットワークエク
スプレスと続き、その後も 23 年の
日立物流によるバンテックを始め多
数の M＆A、25 年の日本通運によ
る NEC ロジスティクス、パナソニッ
クロジスティクス、27 年の日本郵政
によるトールホールディングスなど、
枚挙にいとまがない。

◇労働時間削減は令和に行動が本
格化
　労働時間問題は、 平成 30 年間
の一貫した課題だった。平成 2 年に
所定内 44 時間制となり、トラックは
46 時間に猶予。4 年には時短促進
法が施行され、6 年には所定内 40
時間制に移行したが、ここでもトラッ
クは 44 時間制となり 3 年間猶予さ
れたものの、40 時間制移行を巡っ
て侃々諤々の議論が続いた。 最近
では、27 年の電通過労自殺事件に

端を発し、翌 28 年のいわゆるヤマ
トショックから残業時間の多さに焦点
が当たり、29 年に全ト協が長時間
労働抑制の自主行動計画を策定、政
府も自動車運送の働き方改革連絡会
議を発足した。翌 30 年 6 月には働
き方改革関連法案が成立。12 月に
は国土交通省がドライバーの長時間
労働改善ガイドラインを策定し、 荷
主に対して荷待ち時間削減のための
発注量平準化などを提言。今年に入
り、加工食品業界で翌々日配送が広
がりつつある。ホワイト物流推進運
動も始まり、課題解決のための行動
は令和時代に入って本格化すること
になる。

◇下がり続けた物流コスト
　物流コスト問題は昭和から続いて
いたが、平成に入って高コスト構造
是正のやり玉に挙げられた。 発端
は、 平成 6 年。まず経済企画庁の
委員会が物流コストが高いのはイン
フラ（大型車走行の制約）、 商習慣

（付帯料金が不明確）、 営業区域な

ど公的規制に問題があると指摘。同
年に通産省（当時）が内外価格差調
査で「日本のトラック運賃は米国の 3
倍」と発表し、これが一人歩きした。
その後も経済審議会などで議論さ
れ、9 年に策定された初の総合物流
施策大綱でも、コストが前面に押し
出されていた。
　トラックの供給過剰、折からのデフ
レにより、運賃は下がり続け、売上
高物流コストは平成初期には9％だっ
たのが、17 年以降は 6％前後まで
下がり、それに伴い、ドライバーの
年間所得は 6 年には 470 万円だっ
たのが、24 年には 400 万円まで落
ち込み、ここ数年間でやっと少しだ
け上昇しつつある。

◇荷主の物流への向き合い方に変化
　バブル経済崩壊後、 荷主企業は

「物流費をいかに抑えるか」に注力し
た。リストラやリエンジニアリングが
流行った時、それを運賃叩きと曲解
する企業もあった。しかし、それだ
けでは無理があるとし、多くの企業

は統廃合を含む拠点
の見直しや輸送経路
の短縮に注力した。
1 つの現象として、
メーカーによる小売
直送、「そうは問屋に
卸さない」問屋中抜
きも起こった。
　物流組織も見直さ
れ、例えばビールメー
カーは地域物流子会
社の統合を含む統括
会 社 の 設 立 や、 グ
ループ全体の物流体
制を構築した。また、
さまざまな業種で物
流部をロジスティック
ス部や SCM 本部に

格上げし、需要予測機能の強化や物
流子会社の外販支援など、物流を経
営の根幹に据える企業が次第に増え
ていった。
　 同 業との 共 同 配 送も 2000 年
代に入り盛んに行われるようになっ
た。これが高じて、 物流拠点の共
同利用などに発展。平成 20 年代に
は、例えば住友電工とパナソニック
によるモーダルシフト、 朝日新聞と
パナソニックによる共同ラウンド輸送
など異業種による物流共同化もみら
れるようになった。
　物流現場の環境を改善するための
ホワイト物流推進運動が今後展開さ
れるが、総物流コストが上がらないよ
うにするため、荷主による物流改革
はさらに進むと思われる。

◇進化を遂げつつあるロジスティク
ス
　平成 3 年 1 月に発生した湾岸戦
争は、日本のバブル経済崩壊の一因
となっただけでなく、物流からロジス
ティクスへの流れをつくった。ロジス
ティクスとは、荷主からみると「売れ
るかどうかわからないものをつくらな
いマネジメント」だが、物流企業は、
始めは輸送・保管・荷役・流通加工
など一連の作業を受託、これが平成
10 年代に 3PL に発展した。 物流
子会社から始まったが、3PL を標榜
する企業は次第に広まり、荷主に対
して「物流改革を提案する」ことに力
を入れた。
　3PL から LLP（リード・ロジスティ
クス・プロバイダー）への発展系はみ
られるものの、3PL 自体は今や提
案が当たり前に行われることもあっ
て、 声高に叫ばれることはなくなっ
た。代わって、最近では 1 つの業種
の物流を囲い込む物流プラットフォー
ムの形成、あるいは最先端技術を活

平成時代の物流
幾多の試練を乗り越え
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用して物流に新しい価値を生み出す
Logistics4.0 などが芽吹いてきて
いる。

◇面的な広がりをみせる国際物流
　平成時代の物流で大きく進展した
のは間違いなくグローバル化。中国
の改革・開放政策が本格化した平
成４年以降、多くの企業が中国に進
出。それに合わせて貿易の自由化が
叫ばれ、日中フォワーダー協議も７

識しやすいピラーに変更。ドライバー
の顔向き・眼の開閉状態に加えて、
運転姿勢崩れも認識できるように
なった。

年から始まり、外資規制撤廃を求め
た。紆余曲折があったが、13 年の
中国の WTO 加盟、15 年の CEPA

（中国・香港経済貿易緊密化協定）
締結を機にようやく動き出した。
　民間の動きはそれより早く、フォ
ワーダーを中心に進出が加速度を増
していった。その後、チャイナリス
クが叫ばれ、国土交通省も 21 年か
らアセアン諸国との物流政策対話を
精力的に行っている。

　PCS、VSC、 車線逸脱警報を標
準装備し、全車 ASV 減税の対象。
J-OBDⅡ（9 月から適用となる車載
式故障診断装置搭載の義務化）に対

　わが国物流企業の現地法人数
は、24 年時点は中国３７１社、アセ
アン 283 社だったのが、2 年後に
は中国 385 社に対してアセアンは
327 社に広がっており、タイ、マレー
シア、インドネシアから最近はベトナ
ムあるいは CLM（カンボジア、ラオ
ス、ミャンマー）に拠点を持つ企業、
フォワーディングだけでなく現地でロ
ジスティクスを手がける企業も増えて
いる。

応している。
  東京地区希望小売価格は「2PG-
FD2ABG」が消費税抜き 1137 万
円、など。

　日野自動車は、中型トラック「日野
レンジャー」を改良し、5 月 6 日に発
売する。
　進化した「ドライバーモニターⅡ」
や、夜間の運転視界支援としてヘッ
ドランプのハイビーム・ロービームを
自動で切り替える「オートマチックハ

イビーム」を標準装備、ハン
ズフリー機能付 Bluetooth
Ⓡ搭載オーディオを全車標
準搭載し、安全性と利便性
を向上させた。
　「ドライバーモニターⅡ」
は、 モニターカメラの精度

を向上させるとともに、カメラの設
置位置をインパネ内からより顔を認日野レンジャーを改良し

5月6日に発売

　新エネルギー・産業技術総合開発
機構（NEDO）と南相馬市は 10 日、
福島ロボットテストフィールド（RTF）
などを活用したロボット関連人材育成
などに関する協力協定を締結した。
　これにより両者は連携を強化し、
2017 年度に開始した DRESS プロ
ジェクト（ロボット・ドローンが活躍す
る省エネルギー社会の実現プロジェク
ト）や人材育成講座などで、 国内外
の優秀な人材が集う環境を同市に整
備し、ロボット関連人材育成の推進
やロボット関連産業の活性化を図る。
　協定署名式で石塚博昭 NEDO 理
事長は「ドローンは産業競争力強化に

　日本通運仙台支店は、かねてから
懸案となっていた卸町物流センター
の増築工事が完成し、16 日、竣工
式を行った。
　同施設は鉄筋コンクリート造（一部
鉄骨）4 階建て（事務所 4 階建て）。
倉庫面積は 1 万 5000 坪で同社東
北エリア最大級のロジスティクスセン
ターとなる。
　エレベータ 5 基、 垂直搬送機 5

基、LED 照明設備の環境配慮型物
流施設で、各階の有効高さ 6 メート
ル、1.2 階には全天候型トラックバー
ス・ピッキングスペースを完備、1 階
は高床・低床ホームを兼ね備え、あ
らゆる入出庫に対応できる構造。
　また、自家給油スタンド、非常用
発電設備も完備した緊急災害時にも
強い拠点。

向けた新技術の先駆けであり、象徴
的な存在。各種ロボットの性能評価や
ドローンの飛行試験などを実施してき
た。国内外のロボットメーカーやユー
ザーに、昨年度策定した『ロボット性
能評価手順書』や福島 RTF のさらな
る利用を促したい」とあいさつ。
　門馬和夫南相馬市長は「東日本大
震災で子供が半減するなど人口が減
少した。日本初、世界初のこの取組
みを復興の起爆剤にしたい。子供達
に夢を与え、世界に挑戦する人材育
成につなげたい」と話した。
　また、NEDO は、3 月 1 日に行
われた同一空域・複数事業者の同時

　交通アクセスは東北を縦貫する国
道４号線をはじめ仙台空港への「仙台
東部道路」、海の玄関口・仙台国際
港を基点とする「三陸自動車道」など
絶好のアクセス環境。
　距離に応じフレキシブルに輸送モー
ドを選択して最適なサプライチェーン
を提供できる立地となっている。
　神事後の直会で齋藤充社長は、自
らも 2009 年から 12 年まで東北地

区の責任者として同センターの増築
問題に係わった感慨を込めて「卸町
物流センターは、もとは長町事業所
で仙台市の中核的な拠点だったが、
1990 年代に区画整理事業で収容に
かかり、現在の卸町に移ってきた。
その第 1 期工事が2000 年に完成。
その後、短期的なスパンで 2 期工事
を行う予定だったが、経済環境や東

日本大震災の影響で延び延び
になり、 実に 19 年後に竣工
となった。長町はもともと仙台
の中核拠点としてオペレーショ
ン力も非常に高い店で、その
DNA をきちんと受けついでい
る卸町で東北エリア最大級の
設備を手に入れたわけで、一
層お客様のお役に立てるもの
と確信している」と建築主あい
さつを行った。
　施工者謝辞で鹿島建設日名
子喬取締役副社長執行役員は

飛行について「災害調査、警備、物
流、郵便の 4 つの利用シーンを想定
し、900 メートル×600 メートルの
スペースで合計 10 機のドローンを
15 分間目視外で自律飛行を行った
が、成功した」と報告。
　来年度以降、国内外のドローン事
業者が福島 RTF で運航試験を実施
できるように、運航管理システムの
API（インターフェースの仕様）を順次
公開する予定としている。

「今回の増築工事にはいろいろ新し
い工法も駆使して造り上げている。
この施設を末長く使っていただける
よう見守らせていただきたい」とあい
さつ。
　乾杯の発声では、日通不動産後
藤康弘代表取締役社長が「今回の増
築で特筆すべきは２階のトラックバー
ス。奥行 33 メートルの広いスペー
スで、トラックの出入や接車にも余裕
がある」と紹介。
　手締めは赤間立也執行役員東北ブ
ロック地域総括兼仙台支店長が「卸
町物流センターは物流拠点として申し
分ないロケーションに位置し、お客
様のニーズに十分お応えしうるものと
確信している。これを機会に今まで
以上に地域に貢献できる企業を目指

南相馬市と協力協定
ロボット関連人材を育成

仙台支店卸町物流C竣工

NEDO

日本通運

日野自動車

東北のゲートウェイ
グローバルビジネスを加速
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し、 従業員一同がんばりたい」と決
意を表明した。
　陸海空多彩な輸送モードで「東
北から世界へ、 世界から東北へ」と
グローバルビジネスを加速するメガ
ファンクションセンターとして、ま
た、 食品・飲料関連の共同配送業
務など「東北からつなぐ、 東北へつ
なぐ」ゲートウェイセンターとして、
顧客に高品質な物流サービスを提供
していくという。

調したと語った。
  セールスドライバー（SD）の労働
環境の整備などに対応し昨年導入し
た、 配達に特化した社員「アンカー
キャスト」に関して長尾社長は「3 月
末で 5000 人を超えた。1 万人とい
う初期の目標を掲げてきたが、かな
り順調に進んでいる。当初想定と違
い、20 歳台の若い女性なども活躍
している」とした。

　また、「E コマースは宅配便とは親
和性が高い領域なのは間違いない。
PUDO など新しい受取の仕方を組み
合わせながら、昨年と一昨年で当社
の不在率は 1％ずつ削減され、トー
タル2年で絶対数として２％落ちた。
これは逆にいうと、サービス提供力
が 2％上がったとも言える」とした。
  ホワイト物流推進運動に関して、「気
をつけなければいけないのは、物流

側の供給力が小さくなっていることに
対して危機感を持たなくてはいけない
ということ。この状況が続くと、お客
様の側でどんどん自営化されて、本
来、物流業界がなすべきことがなくな
る可能性がある。サービスに対して
適正な対価をいただくと同時に、トー
タルコストをいかに上げないご提案が
できるか、知恵を絞らなくてはいけな
い」と語った。

　環境優良車普及機構（LEVO）は、
「低炭素型ディーゼルトラック等普及
加速化事業」の申請受付を今月下旬

（予定）から 2020 年 1 月 31 日ま
で行う。
　今年度から天然ガス自動車（車両
総重量 12トン超のトラック）が加わ
り、 中小トラック運送事業者を対象
に、天然ガス自動車の導入を支援す
る。経年車の配車（スクラック）は不
要。補助額は、高速走行を主体とし
た使用で、 平成 27 年度重量車燃
費基準適合ディーゼルトラックと比較
して概ね 10％以上の CO２削減を図
る場合、標準的燃費水準の車両との

価格差の 2 分の 1、同 5％以上は 3
分の 1。申請台数は 1 事業者 1 台。
予算額は、従来の低炭素型ディーゼ
ルトラックと合わせて 29 億 6500
万円。
　5 月 20 日から 6 月 5 日の間、札
幌から鹿児島まで全国 9 ブロックで
14 回公募説明会を開く。公募の概
要は、LEVO ホームページに掲載。
　また、「物流分野における CO２削
減対策促進事業」の公募を 12 日から
開始した。公募期間は 5 月 14 日ま
で。
　具体的には、 ① IoT を活用した
物流低炭素化促進事業は、 港湾の

シャーシ共有化システムや倉庫での
バース予約調整システム、オープン
型宅配ボックスの情報システムなど
が対象。予算額は3 億 4000 万円。
　②トラック輸送高効率化支援事業
は、連結トラックやスワップボディコ
ンテナ車両が対象。予算額は、前年
度の 1 億円から 2 億 5 千万円に増
加。
　③モーダルシフト促進支援事業
は、 船舶における低炭素機器導入
で、高効率プロペラ機器など継続す
るが、新規に空気潤滑システムなど
3機器を追加。予算額は5500万円。
　④高品質低炭素型低温輸送シス
テム構築事業は、海上・鉄道用鮮度
保持コンテナが対象。通常の保冷コ
ンテナとの差額の 2 分の 1。実施は
21 年度まで、予算額は４億円。

天然ガストラック追加
中小事業者の導入を支援

LEVO

　ヤマトホールディングスは11日、
羽田クロノゲートで物流業界紙記者
向け懇談会を開き、1日付で同社
社長に就任した長尾裕氏、ヤマト運
輸社長に就任した栗栖利蔵氏、ヤマ
トロジスティクス（YLC）社長に就任
した小菅泰治氏が今後の抱負などを
語った。

　はじめに長尾社長は、「今年はヤマ
トグループが 100 周年を迎える節
目の年だが、我われを取り巻く環境
は非常に速いスピードで変化してい
る。当社がこれまで保有してきた経
営資源を、100 周年以降の未来にど
う再配置するか。お客様の立場に立っ
て、当社グループがどういうサービス
を提供していくかという方向性を早く

打ち出したい」と方針を語った。
　宅急便事業と YLC が提供するロ
ジスティクス事業を「これからのヤマ
トグループの 2 つの軸、中核となる
事業」と指摘。
　宅急便事業に関しては「これから先
の持続的な質的成長を遂げることが
できるようなモデルチェンジを、早い

タイミングで実現することが当社とし
ての大きな命題」との見解を示した。
　「宅急便の物量の約半分を占める
大口のクライアントに対し、宅急便だ
けでなく、顧客のサプライチェーンの
上から下までカバーできるような、い
わゆるソリューションビジネスにどう
舵を切るか。我われの持つリソース
をうまく組み合わせながら、いい価値

提供ができそうな顧客セグメントを早
いタイミングで整理して見つけ出すこ
と」の必要性を説いた。
　栗栖氏は、「中計の最終年度の今
年は成果を出していく年。働き方改
革についてはまだまだやるべきことは
たくさんある。仕事の仕方や内容を
いかに変えて、働きやすい環境を作っ
ていくかが非常に大事」と見解。
　社員に対して「きちっとしたコミュニ
ケーションを図ること、役職員には、
先々のことを考え今何をすべきか、
3 年、5 年後はどうあるべきかを考
えて、計画を立てていくことを訓示し
た」と語った。
　小菅氏はヤマトHD の常務執行役
員として、法人アカウントのマネジメ
ントの責任者の役割も兼ねる。「YLC
はいわゆる3PL 事業の会社であり、
そこにヤマトグループの総力を結集し
て新たな 3PL、新 3PL を構築でき
れば、より、もう1 つの事業の柱に
なっていける。お客様の中に深く深く
入り込んで、課題を解決していくこと
が重要」と指摘。
　就任の訓示では「顧客にしっかり向
き合い、顧客にとって何が一番いい
ことかを常に頭の中心に据えて営業
活動を行うことと、 庫内のオペレー
ションの効率化・省人化をグループの
中で率先して推進していくこと」を強

　総合物流施策大綱（17 ～ 20 年
度）に基づく推進プログラムに掲げ
る施策について、関係省庁の局長
クラスによる総合物流施策推進会
議は 3月、実施状況を検証した。
国土交通省の松本年弘物流審議官

は9日の会見で「プログラムに盛り
込まれた 99 施策は概ね着実に実
施されていることを確認した」とし
つつ、サプライチェーン全体の商
慣習見直しと、企業の垣根を超え
た共同物流を促進していく考えを

示した。。
　99 施策のうち、目立った成果に
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　福岡運輸（本社＝福岡市）は、顧
客から FAX で送られてくる発注
依頼書を AI（人工知能）OCR（光
学的文字認識）処理することで、作
業工数を約 70％削減、作業人員
は 3 分の 1 にまで削減できたと発
表した。
　 今 年 1 月 か ら 3 月 ま で、AI ソ
リューション「AMY（エイミー）」
を開発・提供する Automagi（オー
トマギ、本社＝東京）と共同で、受

注管理業務における入力効率化に
向け、AI 画像ソリューションの実
証実験を行ってきたもの。
　福岡運輸に FAX で送られてくる
発注書はフリーフォーマットが多
く、スタッフが目視で確認し、必
要項目を自社の受注入力システム
に手入力しているため、入力ロジッ
クが担当者によって異なっていた
り、手動での入力に手間がかかる
などの課題があった。
　また、こうした受発注管理の業
務では、各担当者に属人化されて
いる傾向もあり、標準化の面から
自動化する必要性が高まっていた。
　今回、オートマギ独自の前処理
技術によって発注書の文字を識別
し、認識された顧客・商品情報な
どをクラウド上でマスタ突合する
ことで、高精度に文字情報を認識
し、自動で抽出・入力させた。
　システムの実証実験を行った 5

事業所において、認識精度は最大
で 93％に達したことを確認。こ
れにより、合計 25 人で行ってい
た受注入力業務は、作業工数で約
70％削減、作業にあたる人員は
3 分の 1 の 8 人程度にまで削減で
きた。
　今後、精度をさらに向上させて
導入事業所の拡大と効率化を進め
るとともに、商用開発を視野にオー
トマギがこれまで培ってきた深層
学習（ディープラーニング）による
画像認識の技術をもとに、様々な
業務の自動化、高度化に広げるべ
く、両社で取り組んでいく。
　福岡運輸の富永泰輔社長は「物流
業界はデジタル化が遅れており、
その分 IoT や AI の導入効果が大き
い。今後の労働力不足を見越し、
これからも積極的に新技術を取り
入れ業務の効率化を図りたい」とコ
メント。業務効率化により捻出し
た人員余力を「働き方改革の推進

（労働時間の適正化）」「人員配置の
最適化（人員減少への対応力強化）」
などに活用していく方針だ。

作業人員 3分の 1に
AIOCRで業務削減

福岡運輸

ついて、松本物流審議官は清涼飲
料水などの納品期限緩和、ダブル
連結トラックの基準緩和と共同運
行の実現、荷主と運送事業者の協
力による取引環境・長時間労働改
善に向けたガイドライン策定を挙
げた。
　これに、今回新たにホワイト物
流国民運動の展開、物流・商流の
見える化と物流・商流データプラッ
トフォームの構築など 7 施策を追
加した。
　さらに、「着実に実施されている
とはいえ、プログラム策定後間も
ないこともあり、道半ばだと思っ
ている」として、具体的にサプライ

チェーン全体の商慣習見直しと共
同物流の促進を示した。
　商慣習見直しは、「リードタイ
ム延長と発注量の平準化、システ
ムやデータの標準化に関係者が力
を合わせて取り組む必要があると
思っている」との考えを示した。
　その手法について、「ホワイト物
流国民運動の中でも掲げており、
またスマート物流サービス（物流・
商流データプラットフォーム構築）
の中で並行して標準化の取り組み
を進めていきたい」としている。
　リードタイム延長は、「キユー
ピーが翌々日配送に取り組んでお
り、味の素も今度の 10 連休で試行

的に行う」ことを挙げるとともに、
「急ぐ貨物以外のものは、荷主の
意識を変えていただくことをホワ
イト物流推進運動で呼びかけてい
る。当然、物流事業者もわかって
いると思うので、積極的に提案し
てほしい」と述べた。
　会見ではこのほか、昨年度実施
したシベリア鉄道利用促進パイ
ロット事業について「今年度は日欧
間でのパイロット輸送を検討して
いる」こと、スマート物流サービス
は「昨年、参加公募が少なかったこ
とから現在、研究開発計画を見直
しており、できるだけ早く再公募
したい」との考えを示した。


